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地域とイノベーション

イノベーションは地域で完結しない



☆ワットが蒸気機関を作ったのは
： 発明（1776）

☆リチャード・トレビシックが蒸気
機関車を作ったのは
： まだ発明 （1802）

☆線路を敷いて駅を作り、列車で 人や物資を輸送して
： はじめてイノベーション （1825‐1830）

☆中国語では「創新」

イノベーション
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知的クラスター事業における共同研究企業増加率（2001‐2006,４地域）



産学官のインターフェイス機能とは

「開発研究」の創出と研究の場
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4 Dimensions of 
RDI in the Food 

Sector

Research Versus 
Development

The R:D Split

アイルランドの政府
系食品研究機関に
おける開発研究

Prof. Paul Ross, PhD., D.Sc.
Teagasc & University College Cork

開発研究とは



大学・研究機関 企業

企業

企業

大学・研究機関

大学等

政府系研究機関(独立)

Research Development Commercialization

Venture Businesses Connection

Entrepreneurship, TLO, Support System for Start‐Up 

TLO, Support System and Funding for Start‐Up 
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Open Labs
Connections

知財移転機関、TLO

Development 研究機関

公設試(地方独立)

共同研究
Open Labs

各国の産学官連携に関わる機関・組織

Open Labs
Networks

Education

Development 研究が弱い

Funding (Angel, VC)

企業研究所

大学・研究所・
企業・ベンチャー



地域イノベーション創出に関わる
大学の戦略と産官

地域に最適な産学官連携の形は？

① スタートアップ主導型 （アメリカタイプ）
→ アントレプレナー教育、スタートアップ資金

② ネットワーク主導型 （ヨーロッパタイプ）
→ 大学は基礎研究、開発研究機関の創成、

強い学官連携

③ インターフェース主導型 （日本型？）
→ a) イノベーションマネージャー・コーディネー

ターの社会的評価の確立
b) コーディネート機関の創成



企業

大学等

政府系研究機関(独立)

Research Development Commercialization

知財移転機関、TLO

公設試(地方独立)

共同研究
Open Labs

近未来に可能な日本型産学官連携

Management, Coordination 
機関の確立が重要

Governmental Fund,
Bank

企業研究所

企業

大学等

政府系研究機関(独立)

Ja
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（
現

在
） 知財移転機関、TLO

公設試(地方独立)

共同研究
Open Labs

産学官連携による製品(商品)
開発研究に問題

Governmental Fund,
Bank

企業研究所
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（
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原動力となる人のファクター

イノベーションマネージャーに望むこと



イノベーションマネージャーの姿 IDEAサイクルのマネージメント

◆産学官，各ドメインの特性

の熟知

◆ネットワーク構築力

(コーディネーション力)
◆マーケット洞察力

◆技術の理解と将来性の洞察力

◆アントレプレナーの資質

◆産学官連携の構造と機能 を

熟知し，適宜利用する

◆知財の戦略的運用

◆スタートアップのコーチング

◆経営管理能力

(ファイナンス，組織，戦略)
◆国際性

◆求心力

マネージャーに必要な能力実効ある産学官連携のスキーム
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参考資料

１．イノベーション



シュンペーター 「経済発展の理論」
1912‐1926年

イノベーションについて
★新結合: 科学的に新しい発見に基づく必要はなく，商業の新しい方法も含んでいる。
★企業家の機能とリーダーシップ ： 創造的破壊が起こる
★信用創造の重視 ：企業家・銀行家のクラスター

イノベーションと創造的破壊の典型例
★産業革命 ← ①蒸気機関、②工場システム、③鉄道
◆馬車を何台つなげても汽車にならない
→ 蒸気エンジンと多数の貨車・客車をつなぐ・・・時間と空間の破壊
→ 変化したもの ①工場の立地、②原料調達、③在庫処理の変化から設備投資、

④従業員の通勤形態と住宅の配置
◆産業、流通、都市、生活様式、文化様式にいたる総体的な変化 → 創造的破壊

1883‐1950

13

創造的破壊について (シュンペーター、「資本主義・社会主義・民主主義」、1950)
★資本主義の基本的な原動力：「イノベーション＝新結合」によって創造する

①新消費財、②新生産方法または新輸送方法、③新市場、④新産業組織。
★本質的問題：資本主義はいかにして現在の構造を創造し、それを破壊するか。



現代における
イノベーションの例

イノベーション (Joseph Schumpeter, 1883‐1950)
★新結合: 科学的に新しい発見に基づく必要はなく，商業の新しい方法も含んでいる。
★企業家の機能とリーダーシップ ： 創業者のカリスマ・リーダーシップ
★信用創造の重視 ：シリコンバレーのエンジェルとベンチャーキャピタル

★コンピューターを何台つなげてもイノベーションにはならない
◆強力な検索エンジンとネットをつなぐ (Google) ←新結合

・・・ 情報通信における時間と空間の創造的破壊

★この世になかった商品がこの世になかったニーズを作る
◆「どこでも」と「画面タッチ」を組み合わせ、新たなニーズを作った (apple)  ←新結合

・・・ コミュニケーションと文字文化の創造的破壊

1955‐2011
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Steve JobsLarry PageSergey Brin
1973‐ 1973‐



自動車・家電・情報産業盛衰記

1900年 1990年 2000年

アメリカ

日本

韓国・インド製品価格が労働価格・技術力に依存する

デトロイトの破綻

シリコンバレーにおける情報産業の
創造的破壊（ユビキタスの概念）

検索エンジン、i‐Phon、タブレット

ノキアの破綻
日本のガラ携

製品シェアがイノベー
ションに依存する
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自動車・家電

2010年

ノキア

サムソンの
アンドロイド

情報

成功の源泉 :  生産規模の大きさ → イノベーション能力
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参考資料

２．産学官連携の機能と構造



産学官連携の構造要素 (USA, Europe)

① 大学・基礎研究機関が参加して事業化に向けた開発研究を行う

機関(部署)および施設・設備 (ここで基礎研究と開発研究の本質

的差異に留意) (USA, Europe)

② 知的財産に関する戦略・管理、技術移転機関 (USA, Europe)

③ スタートアップのインキュベーション機関・施設 (USA, Europe)

④ スタートアップに対する資金・経営、および外部とのコネクション

形成支援機関 (USA, Europe)

⑤ 産学官連携(アントレプレナーシップ)教育部署・機関 (USA)

⑥ ①~⑤までの要素を複合した形態として：

a)クラスター型テクノポリス (USA, Europe)

b)研究機関・企業・各種支援組織からなるネットワーク体 (Europe)

c) 広域的・国際的な広がりを持つ企業のネットワーク (Europe)



産学官連携の機能 (USA, Europe)

1.  技術移転型 (UAS, Europeに共通)

① コンサルティング

② ニーズ・シーズマッチング

③ 産と学のコーディネーション

④ 共同研究形成

⑤ 知的財産の権利化・ライセンシング

⑥ 技術のロケーティング (広域的)

2.  スタートアップ主導型 (USA, Europeに共通)

① アントレプレナー教育 （人材育成機能）

② ビジネスプランのブラッシュアップ

③ スタートアップのコーチング

④ 他企業とのコネクション

⑤ 資金調達のコンサルおよびコネクション

⑥ 知的財産の権利化・戦略的運用

3.  産学官プロジェクト型 (North Europe に特徴的)

① 商品アイディア形成と商業化に至る開発研究、およびその マネージメント

② 上記に係る活動機関の集積と適切な人材配置

③ 産学官コーディネーション(共同研究形成)

④ 産学官連携複合体形成マネージメント

⑤ 企業への技術移転、商品化の推進

⑥ 営業戦略形成 (特に国際的に)
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参考資料

３．産学官連携プロセス



スタートアップ主導型の始発

①

②③ ④
スタート
アップ

⑤

スタートアップ支援
エンジェル、 VC、
地域企業、大学、
政府

アントレプレナー教育

開発研究基盤の整備

事業化を見据えた研究

生産、金融、販路、
物流を横断する
コネクションの整備

事業化
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ネットワーク主導型の始発

①
ネットワークによる
社会ニーズの明確化

②
起業家の関心を惹起
アイディアの探索

③

④

開発研究/商品化の誘起

⑤ 事業化

生活ニーズ、国家
戦略、技術基盤、

販路、物流を掌握
したネットワークの
形成

開発研究基盤の整備

研究情報の権利化

地域企業の参加、
政府の支援

21
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４．スタートアップのコーチング



オランダ・Ｔｗｅｎｔｅ の ベンチャーラボ・インターナショナルにおける
起業家教育のコンセプト(1)

・アイディア
・チャンスの評価
・プロセスの戦略
・ビジネスプラン

・自己資金
・開発期間
・投融資
– ベンチャーキャピタル
－ローン

コンタクト:
・クライアント
・サプライヤー
・専門家
・仲間
・支援機関

・文化，価値，規範
・施設
・個人計画とシステム
・知識

Scope : アイディアと戦略

Scale : 資金調達

Social： 社会とのネットワーク

Skills : 組織のパターン

起業・会社の成長を成功させるために何が必要か？ ４Sモデル



オランダ・Ｔｗｅｎｔｅ の ベンチャーラボ・インターナショナルにおける
起業家教育のコンセプト(2)

・戦略のブレ
・技術偏重
・志不足

・デスバレー
・販売までが遠い
・ハイコスト，ハイリスク
・資金不足

・学術ネットワーク
・小さな市場
・ネットワーク無し

・単一な専門チーム
・マネジメントスキル無し

Scope : アイディアと戦略

Scale : 資金調達

Social： 社会とのネットワーク

Skills : 組織のパターン

失敗

・戦略のコーチ

・ソフトローン
・協調融資
・ベンチャーキャピタル
→ これらへのアクセス

・仲買業者を紹介

・知識の供与
・オフィススペース
・組織作りのサポート

成功へ導く支援の方法
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参考資料

５．地域企業の参入プロセス



先端的科学・技術
（大学・研究機関）

＋ 国内外の大企業

地域産学官連携

地域企業と大学等との
複合体形成

①大学発ベンチャー
②地域企業の第二創業

基本特許と技術コアの確保
（大学と地域企業）

大企業との技術提携

個々の用途に関する
大企業との共同特許

国内外の企業と連携
したビジネス展開

ハイテク展開型産学官連携

融合

研究成果 イノベーション

オープン
イノベーションの場

オープンイノベーションへの地域企業の参入スキーム

26

大学
研究所

大学共同研究センター
独法研究所等

公設試

地域科学技術財団による
共同研究施設等

インキュベーション施設
(中小企業基盤整備機構等)

基礎研究 開発研究 製品化 事業化



地域イノベーション発展の要素

地域イノベーション形成と実行の要素として下記の諸要素が機能
することが必要である。

１）地域企業

２）大学･高専・研究所

３）公設試

４）地域科学技術財団等

５）地方自治体（省の地方局を含む）の産業･科学技術部署

６）金融機関

更なる発展のために

◆地域イノベーションの発展に伴ない産業分野が拡大し、地域内
企業のみでは技術の成果を十分受け入れられない。

◆生産量、販売量が拡大し他地域のより大きな企業との連携が
必要となる。

27
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参考資料

６．なぜコンピューターでは
出来ないか



《人間の生活》

社会ニーズ

楽したい、便利がいい、楽しみたい、

安心したい、芸術に浸りたい、など

↓↑

産業ニーズ

製品化・事業化

《大学の基礎的研究》

① 知的探究心により研究テーマが決まる

② ひとつ問題が解決すると

また新しいテーマが生まれる

③ 研究は自己発展的に継続し深まる

① 目的は外部から明確に与えられる

② 目的達成により研究が終了

《産業技術化研究》

（製品開発）

大学の基礎的研究と産業技術化研究の係わり方

29

大学の研究と産業技術研究



大学研究者の専門性に対する意識

分野の一般的知識の領域

専門性の深化

最先端の研究

自分の専
門分野と
考えている

専門領域
A氏 B氏

知識の領域

30



知的財産に関する大学と企業の言い分

大学 ： 新技術を特許にし、TLOを通して実施権をライセンス
する。製品化は企業の仕事。

企業 ： 大学の研究結果(特許)は製品に直結しない。そのま
までは使えない。

企業と大学の「共同研究」が必要

31

技術移転＝知財移転 ではない



32

技術移転に関する大学と企業の言い分

大学 ： 製品化の研究は論文にならない。
企業 ： 大学の先生は自分の興味があることしかやってく

れない。納期を守らない。

「共同研究」は行ったが

共同研究から、なかなか製品が生まれない。

さらにコーディネーションのシステムが必要



概念設計

社
会
の
ニ
ー
ズ

生産 販売開発研究

開発研究 試作

マーケティング開発研究

商品アイディアビジネス戦略

応用研究基礎研究 論文等による公知
研究のミッション
(大学・研究機関)

イノベーションのフロー
(経済的効果創出)

Start

試作

試作

科
学
技
術
の
蓄
積

新領域の形成

商品化を目指す開発
研究(Development）の

確立が必須。知財戦
略も重要。

社会ニーズ（と科学技術）を基盤
としてたIdea創出

社会との提携(Association)が必須Entrepreneurと研究者との連携が必須

マーケティング

マーケティング

研究からのイノベーションマネージメント

33

事業と研究のコーディ
ネーションが必要

流通
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参考資料

７．コーディネーターと
マネージャー
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コーディネーター / イノベーションマネージャー

マッチング
（目利き）

・研究者が企業を探す
・企業が研究者を探す

・フェア、ネットワークで

・コーディネーターの仲介

共同研究

・「何をどこまで」の明確化
・契約締結
・知的財産戦略
・ニーズと市場の見極め

事業化

・マーケティング
・ビジネスプランの作成
・事業化戦略
・スタートアップ資金
・製作、流通、販売
・社会との連携

橋渡し型
コーディネーター

プロデューサー型
コーディネーター

＝イノベーション
マネージャー

インキュベーション
マネージャー

名称、および活動領域は
確定したものではない。

主体は研究者と企業家

産学官連携を促進
させる人材
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参考資料

８．我が国の産学官連携政策史



（USA １９８０年 Bayh-Dole Act）

１９９５年 科学技術基本法（計画に基づく資金の確保）

Science and Technology Basic Act

１９９６年 第一期科学技術基本計画（資金を伴う明確な計画：１７兆円/５年）

Science and Technology Basic Plan (1st Stage)

１９９８年 技術移転促進法（ＴＬＯ法）

Technology Transfer Promotion Act

１９９９年 産業活力再生特別措置法（国の委託研究に基づく特許権を受託企業に帰属

：日本版Bayh-Dole Act）

Act on Special Measure for Industrial Revitalization

２０００年 第二期科学技術基本計画（２４兆円/５年）

Science and Technology Basic Plan (2nd Stage)

産業技術力強化法（国立大学教官の企業役員可能）

Industrial Technology Enhancement Act

２００１年 平沼プランー大学発ベンチャー３年１０００社

Hiranuma-Plan    1000 Venture business/3 years

ネットワーク形成

ベンチャー起業

科学技術を基盤とする産業発展のための法整備等（１）
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２００２年 知的財産基本法

Intellectual Property Basic Act

２００３年 知的財産の創造、保護及び活用に関する推進計画

Strategic Program on the Creation, Protection and Exploitation of Intellectual Property

大学知的財産本部整備事業（５年間）
Improvement of Center for Intellectual Property in University (5 years)

２００４年 国立大学法人化 （大学が権利主体になる。研究成果の活用促進が大学の

業務として法律上明記）

National University → National University Corporation

２００６年 第三期科学技術基本計画（２５兆円/５年、人材育成・地域科学技術振興・国際化）

Science and Technology Basic Plan (3rd Stage)

教育基本法改正（大学の役割＝社会貢献）

Improvement of “Basic Act on Education”             

２００７年 イノベーション25（科学技術立国を政府の方針）
Innovation 25 (Scientific and Technological nation)

２００８年 文科省と経産省の融合による地域イノベーション政策が生まれる

Adopt a  Policy for Regional Innovation with Ministry of education and Ministry of economic  

知的財産の整備

イノベーション創出
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科学技術を基盤とする産業発展のための法整備等（２）



1995年科学技術基本法

1996年第一期科学技術基本計画

1998年技術移転促進法（ＴＬＯ法）

2000年第二期科学技術基本計画

2001年平沼プラン・大学発 ベンチャー
3年間1000社

2002年知的財産基本法

2003年大学知的財産整備

事業（5年間）→知財本部
2004年 国立大学法人化

2006年第三期科学技術基本計画 2007年イノベーション25（科学技術立国を政府の方針）

2008年文科省と経産省の融合による地域イノベーション政策

2000年 経産省：産業クラスター

2001年 文科省：知的クラスター

都市エリア産学官連携推進事業

2010年文科省イノベーション基盤整備事業

2011年地域イノベーション支援プログラム

2013年文科省革新的イノベーション創出
プログラム COI STREAM

2011年第四期科学技術基本計画

2010年内閣府・特区選定

2011年文科省URA

基本的法整備
リエゾン母体構築

ベンチャー
起業推進

知財移転
推進

イノベーションネットワーク
構築(重点地域設定)

2004年 教育基本法改正

事業化推進 (出資，
投資，産学金連携) 

2009年 ㈱産業革新

機構

2012年 文科省：

官民イノベーションプ
ログラム(出資事業)

2000年産業技術力強化法

39



40

参考資料

９．農業分野のイノベーションと
６次産業化の姿
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農業分野を基盤としたイノベーションの特徴（１）

Ⅰ．生産におけるイノベーション

１．広域イノベーション：生産者のアライアンスが必要
（複数生産者による技術の共有）

２．農業は複合技術：一つの技術革新が全てを変えることは難しい
・品種 ・栽培技術 ・選別技術 ・農業工学的技術

３．多様な地域特性（気候、土壌、水質、害虫、病気・・）
：技術革新も地域に規定される。

ものづくり産業型の知財活用方法には限界がある

特許が必要なケース：外国、他企業への革新技術流出の恐れがあるとき
・品種 ・栽培技術 ・選別技術（ブランド化に直結） ・農業工学技術等

農業生産イノベーションにおける知的財産の活用法はどうあるべきか
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Ⅱ．作物の商品化・流通・販売におけるイノベーション

１．選別技術
２．鮮度保持・鮮度測定技術
３．貯蔵技術
４．流通・販売戦略

農業分野を基盤としたイノベーションの特徴（２）

特許の活用が重要

Ⅲ．複合産業としてのイノベーション

１．加工食品
２．機能性食品・機能性素材
３．健康食品・化粧品
４．医療との融合

特許の活用が有効
（ブランド化に直結）

ビジネスモデル形成

Ⅱ、Ⅲの場合も生産におけるイノベーションを
基盤にすると優位性が強化される。



幅広い水産資源活用

高い品質を持ち機能性
に優れた食品

優位性を最大に活かす製品の
デザイン

◆一次加工（カット、製粉、鮮度保持）
◆二次加工（スイーツ、新しいレシピー）
◆新たな機能性を持った食品
◆健康食品、化粧品
◆医薬品へ・・・・

腸管のサイエンス
機能性食品

新しい栄養学
人介入試験

食品加工
製粉、醸造
お菓子屋さん
レストラン

ネーミング、ロゴ、
梱包→デザイン

流通、販売：
新手法の開発が必要

（特に北海道では）

アンテナショップ、マーケティング、

新たな顧客・市場開拓、国際市場

新しい農業
生産技術

最先端
測定技術

農商工連携の活用

競争力のあるヘルス・フードイノベーションの要素
ＩＴ技術地域の優位性

新しい水産工
学・養殖技術

ベンチャー設立、
健康食品・化粧品・創薬企業

との連携

大学・研究所の
活用

安心・
安全

健康
産業

医と食の連携

ヘルスツーリズム 観光との連携

関連する企業

大学・
研究所

生産者の
ノウハウ

《ヘルスイノベーションの
科学技術領域》

《ヘルス・フードビジネス
システム》

農業・水産生産技術の改良
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参考資料

１０．アントレプレナーシップ
養成教育



（１）

教 育 クリエート(創造) 連 携

CEO プログラム

起業家精神とイノベーション

地域コミュニティへの
インターンシップ

3,4年生対象

1,2年生対象

テクノロジー・ビジネスの
インキュベーター

ベンチャー促進プログラム

スタートアップ ラボ

メリーランド
産業パートナーシップ

メリーランド
国際インキュベーター

バイオテクノロジー研究実習

起業家プログラム


